
５．　女性に関する権利、育児・出産に関する権利
　以下の番号の下の◆印は無給ですがそれ以外（16,17,18を除く）

はすべて有給休暇です。

項　　目 期　　　　間 備　　　　　考

生理休暇
女性職員が生
理のため勤務
することが著
しく困難なと
き

妊娠障害休暇
妊娠中の女性
職員が妊娠障
害のため勤務
することが困
難である場合

1

2

妊産婦の健康診
査等休暇
妊娠中又は出産
後1年以内の女
性職員が母子保
険法に基づく保
健指導・健康診
査を受ける時

3 妊娠満23週目まで

妊娠満24週～
35週目まで

妊娠満36週～
分娩まで

産後１年まで

４週間に１回

２週間に１回

１週間に１回

その間に１回

生理のつど２日以内

　ただし、学校行事
等で連続取得が不可
能な場合は、行事を
はさんで残りの１日
を取得できる。
（2000.4.1〜）

・時間単位の取得も可能ですが
　休暇処理上は１日。

・「妊娠障害」とは、妊娠に起
因するつわり、高血圧、悪
阻、浮腫等の生理的症状をい
う。

・時間単位での承認は7.75Ｈ＝
１日で換算。

日数で14日以内
時間取得も可

週休日・休日を除い
て連続又は分割取得
可能。

・医師等の特別な指示があった
　場合は左記の規定によらず指
　示された回数をとることがで
　きる。
・１回につき１日の勤務時間の
　範囲内で必要と認める時間を
　とることができる。

・職員の身分保障、職務専念義
務免除。

・休業期間中の給与の支給なし。
・共済組合員の身分を有する。
・休業中、公務災害の適用なし。

①大学等課程の履
修２年（法科大
学院等は３年）

②国際貢献活動３
年

職員としての
在職期間が２
年以上の職員
が対象

自己啓発
等休業

・職員の身分保障、職務専念義
務免除。

・休業期間中の給与の支給なし。
・共済組合員の身分を有する。
・休業中、公務災害の適用なし。

３年以内外国で勤務等
をする配偶者
と生活を共に
する場合

配偶者同
行休業

（2）　無給休暇

（3）　自動車運転免許証更新（職専免）
　自動車運転免許証の更新手続きをする場合は、自動車運転免許証

更新時における申請、講習及び受領等に要する最小限度必要と認め

る時間となります。

そ
　
　
の
　
　
他
　
　
の
　
　
休
　
　
暇

職
　
務
　
専
　
念
　
義
　
務
　
免
　
除

必要と認めら
れる期間

2021年２月15日から
当分の間の適用

休暇の
種　類 休　暇　の　原　因 休暇の期間 運用上の留意事項

新型コロナワクチン接種を受けよう
とする場合

新型コロナワクチン副反応により療
養する必要がある場合
※副反応としての発熱、頭痛、倦怠

感等のほか、負傷又は疾病の症状
も含まれるものとし、新型コロナ
ワクチン接種後、概ね数日以内に
発症した症状を対象とする。

所属長が業務
に支障がない
範囲で必要と
認める時間に
ついて、職務
に専念する義
務を免除する
こ と が で き
る。なお、必要
と認める時間
については、
必要最小限度
の時間とし、
接種会場との
往復時間も含
めるものとす
る。

【2021年６月21日付
け教委教人第1224
号】「新型コロナウ
イルス感染症に係る
予防接種を受ける職
員の服務等の取扱い
について（通知）」

新型コロナワクチン接種等

・2021年２月１日か
ら当分の間の適用

・診断書等の療養が
必要となる旨の証
明書を提出するこ
と。（Ｒ3.2.1付
け教委教人第3733
号通知）

感染症法第44条の３第１項又は第２
項の規定に基づき、職員又はその親
族が外出しないことその他の新型コ
ロナウイルス感染症の感染の防止に
必要な協力を求められた場合で、勤
務しないことがやむを得ないと認め
られるとき

新型コロナウイルス感染症に罹患し
たため療養する必要があり、勤務し
ないことがやむを得ないと認められ
る場合

職員が新型コロナウイルス感染症患
者の濃厚接触者となった場合
※保健所が、感染症の予防及び感染

症の患者に対する医療に関する法
律（1998年法律第114号）に基づ
き積極的疫学調査を実施し、濃厚
接触者と判断された場合は、14日
間の健康観察、自宅待機の要請等
が行われる。
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項　　目 期　　　　間 備　　　　　考

11 ・配偶者（男性）が取得できる。
・時間取得が可能。
配偶者が出産する場合であっ
て、当該出産に係る子又は小学
校就学の始期に達するまでの子
を養育する職員が対象。

育児参加休暇
配偶者の出産
に際し夫が取
得できる。

５日を超えない範囲内
出産予定日の８週間
（多胎妊娠の場合にあ
っては14週間）前の日
から出産日以後８週間
を経過するまでの日

・「子」とは、職員が養育する
実子、養子、里子及び配偶者
の子をいう。（2015.7.1～里
子を追加）

・「看護」とは、負傷、疾病に
よる治療、療養中の看病及び
通院等の世話をいい、後遺障
害の機能回復訓練（リハビ
リ）の介助は含まない。

・「負傷、疾病」には、負傷、疾病
が治った後の社会復帰のため
の機能回復訓練は含まない。

・「母子保健法第12条若しくは
第13条に規定する健康診査」
とは、１歳６か月児健康診査
や３歳児健康診査をはじめ、
市町村が実施する乳幼児健康
診査をいう。

・「学校保健法第４条」に規定
する健康診断」とは、就学時
の健康診断をいう。

・「予防接種」とは、予防接種法
第２条第２項に規定する疾病
に対する予防接種及びインフ
ルエンザの予防接種をいう。

・「学校等」とは、中学校、小学
校、幼稚園、特別支援学校の中
学部、小学部及び幼稚部並び
に保育所（個人または法人が
経営する託児所等の認可外保
育所を含む。）のことをいう。

子の看護休暇
義務教育終了前
の子（配偶者の
子を含む。）を
養育する職員
が、その子の看
護（負傷し、又
は疾病にかかっ
たその子の世話
を行うことをい
う。）その子の
母子保健法第12
条若しくは第13
条に規定する健
康診査、学校保
健安全法第11条
に規定する健康
診断若しくは予
防接種の付添い
又は感染症の予
防のための学校
等の臨時休業に
より自宅待機す
るその子の世話
のため勤務しな
いことが相当で
あると認められ
る場合

12 一の年において５日を
超えない範囲内でその
都度必要と認める日又
は時間（義務教育終了
前の子を複数養育する
職員は10日）

・無給。（勤務しない時間分の賃
　金を減額）
・育児時間との併用可。

（育）…育児時間 （部）…部分休業
（夫と妻で分けてとることもできる）

部分休業
小学校就学前
の子を養育す
る男女職員の
どちらかの申
し出により決
定。

9
◆

45分 30分

30分 90分

45分

（育）

（部） （育）

(育)(部)

小学校就学前まで育児
時間と合わせ１日２時
間以内（30分単位）

勤務時間の始めか終
わりに連続または分
割で２時間以内

・配偶者（男性）が取得できる。
・妊娠４ヶ月以上の流産、死産、
　早産にも適用。

・時間取得が可能。

出産補助休暇
配偶者の出産
に際し取得で
きる。
（事実上の婚
姻関係と同様
な事情にある
者も含む）

10 ３日を超えない範囲内

出産予定日より28日
前の日又は入院した
日から出産日以後14
日後までの期間内。 入

院

出
産

予
定

28日 14日

項　　目 期　　　　間 備　　　　　考

・「子」とは、実子のほか養
子、試験養育期間中の子を含
むが、配偶者の連れ子、孫等
は含まない。（2016.4.1～試
験養育期間中の子を追加）

・「３才に達する日」とは、満
３才の誕生日の前日をいう。

・配偶者が専業主婦（夫）や育
児休業、育児短時間勤務、部
分休業中であっても職員は育
児休業の取得ができる。

・共済組合から育児休業手当金
の支給あり。

　（１日につき標準報酬日額×
　0.67）

　（180日以降は１日につき標準
　　報酬日額×0.5）

育児休業
３才に満たない
子を養育してい
て、下記①～④
に該当しない男
女の職員が対象
①会計年度任用

職員
②臨時的任用職員
③育休代替任期

付職員
④勤務延長職員
※会計年度任用

職員の育児休
業制度につい
ては、70頁に
記載していま
す。

7

◆

子が３才に達する日ま
での期間

・この休暇は、その前後が勤務
時間に連続したものであるこ
と。（勤務時間の始め又は終わ
り、休憩、休暇に連続した使
用は不可）

補食のための
特別休暇

妊娠中の女性職
員が、従事する
業務が母体又は
胎児の健康保持
に影響があると
して、休息し、又
は補食する場合

6 その都度必要と認めら
れる時間

・養子にも適用される。
・男女どちらとも取得できる。
・男性職員が育児休業取得中に
 　配偶者（女性）の取得も可

育児時間
男女職員が生
後満３歳に達
しない子を育
てるとき。

8 生後２年まで
１日２回、１回 60 分

（120 分１回でもよい）
生後２年から３年まで
１日２回、１回 45 分

（90 分１回でもよい）
（2020.4.1 ～）

・死産、人工妊娠中絶の場合で
あっても、妊娠満12週以後の
分娩であれば「出産」の概念
に当てはまり、産後休暇の対
象となる。

産前・産後休暇
出産する予定
の女性職員

5

産後８週

・出産日は、産前休暇に含む。
・出産日が延びれば、その分産

前休暇が延長される。

産前８週間
（多胎妊娠は、14週間）

通勤緩和措置
妊娠中の女性
職員が利用す
る交通機関の
混雑の程度が
母体又は胎児
の健康保持に
影響があると
き。

4 正規の勤務時間の始
め・終わりに１日を通
して１時間以内（まと
めどりも可）。

・自家用車通勤にも適用される。
（98.4.1〜）

　分割してとる場合

　まとめてとる場合

30分30分

60分

60分
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項　　目 期　　　　間 備　　　　　考

11 ・配偶者（男性）が取得できる。
・時間取得が可能。
配偶者が出産する場合であっ
て、当該出産に係る子又は小学
校就学の始期に達するまでの子
を養育する職員が対象。

育児参加休暇
配偶者の出産
に際し夫が取
得できる。

５日を超えない範囲内
出産予定日の８週間
（多胎妊娠の場合にあ
っては14週間）前の日
から出産日以後８週間
を経過するまでの日

・「子」とは、職員が養育する
実子、養子、里子及び配偶者
の子をいう。（2015.7.1～里
子を追加）

・「看護」とは、負傷、疾病に
よる治療、療養中の看病及び
通院等の世話をいい、後遺障
害の機能回復訓練（リハビ
リ）の介助は含まない。

・「負傷、疾病」には、負傷、疾病
が治った後の社会復帰のため
の機能回復訓練は含まない。

・「母子保健法第12条若しくは
第13条に規定する健康診査」
とは、１歳６か月児健康診査
や３歳児健康診査をはじめ、
市町村が実施する乳幼児健康
診査をいう。

・「学校保健法第４条」に規定
する健康診断」とは、就学時
の健康診断をいう。

・「予防接種」とは、予防接種法
第２条第２項に規定する疾病
に対する予防接種及びインフ
ルエンザの予防接種をいう。

・「学校等」とは、中学校、小学
校、幼稚園、特別支援学校の中
学部、小学部及び幼稚部並び
に保育所（個人または法人が
経営する託児所等の認可外保
育所を含む。）のことをいう。

子の看護休暇
義務教育終了前
の子（配偶者の
子を含む。）を
養育する職員
が、その子の看
護（負傷し、又
は疾病にかかっ
たその子の世話
を行うことをい
う。）その子の
母子保健法第12
条若しくは第13
条に規定する健
康診査、学校保
健安全法第11条
に規定する健康
診断若しくは予
防接種の付添い
又は感染症の予
防のための学校
等の臨時休業に
より自宅待機す
るその子の世話
のため勤務しな
いことが相当で
あると認められ
る場合

12 一の年において５日を
超えない範囲内でその
都度必要と認める日又
は時間（義務教育終了
前の子を複数養育する
職員は10日）

・無給。（勤務しない時間分の賃
　金を減額）
・育児時間との併用可。

（育）…育児時間 （部）…部分休業
（夫と妻で分けてとることもできる）

部分休業
小学校就学前
の子を養育す
る男女職員の
どちらかの申
し出により決
定。

9
◆

45分 30分

30分 90分

45分

（育）

（部） （育）

(育)(部)

小学校就学前まで育児
時間と合わせ１日２時
間以内（30分単位）

勤務時間の始めか終
わりに連続または分
割で２時間以内

・配偶者（男性）が取得できる。
・妊娠４ヶ月以上の流産、死産、
　早産にも適用。

・時間取得が可能。

出産補助休暇
配偶者の出産
に際し取得で
きる。
（事実上の婚
姻関係と同様
な事情にある
者も含む）

10 ３日を超えない範囲内

出産予定日より28日
前の日又は入院した
日から出産日以後14
日後までの期間内。 入

院

出
産

予
定

28日 14日
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（1） 介護休暇・短期の介護休暇と介護時間

6．　介護に関する権利
　長期にわたる家族の傷病の介護を保障するために地公労等の懸命

なとりくみの成果として、1 9 8 6 年４月に発足した看護休業制度

（90 日）は、その後の粘り強い交渉の結果、1995 年 10 月より介護休暇

制度として新たな法制定がなされました。同時に、従前の看護休業制

度は大分県独自の介護欠勤制度としてスタートしました。また 2010

年６月より短期の介護休暇制度（有給）、2017 年４月より介護時間制

度がスタートしました。

介護休暇
（1995.10.1～）

介護時間
（2017.4.1～）

短期の介護休暇
（2010.6.1～）

一暦年において５日を
超えない範囲内で、そ
の都度必要と認められ
る日または時間（要介
護者が２人以上の場合
は10日）

介護を必要とする一の
継続する状態毎に、３
回を超えず、かつ通算
して連続する６月の範
囲内で必要と認められ
る日または時間

連続する３年以下の期
間内において、１日に
つき２時間の範囲内

１日または１時間 １日または１時間
・時間を単位とする場

合は、始業および終
業の時刻に連続する
４時間の範囲内（始
業から２時間、終業
まで２時間の取得も
可）

30分
・始業時及び終業時に

分けて取得も可
・介護時間と部分休業

又は育児時間を同日
に取得する場合に
は、あわせて２時間
まで

負傷、疾病または老齢により２週間以上にわたり日常生活を営むのに支障
がある場合で、職員が介護のため勤務しないことが相当であると認められ
るとき。

【同居・別居を問わないもの】

　・配偶者（事実婚を含む）、父母、子、配偶者の父母、祖父母、孫、兄弟

　　姉妹

【同居を条件とするもの】

　・父母の配偶者、配偶者の父母の配偶者、子の配偶者、配偶者の子

介
護
対
象
者
の
範
囲

要
介
護
者
の
状
況

有給 無給
・勤務しない時間分の賃金を減額支給。
・介護休暇は共済組合と互助会から給付あり。
・介護時間は互助会から給付あり。

賃
金
等

取
得
日
数
等

単
　
　
位

産休代替引継期間16 ・復帰日が休日等にあたるとき
は翌日に延ばす。

産前休暇前…３日
産後休暇後…１日
育児休業後…１日

・校長に申請する。体育代替教員の派遣
体育授業を行う
女性教員を対象
とする代替措置。

18 産前休暇開始前の４ヶ
月間
（大分県独自）

①１学期中に産休取得が見込ま
れる、養護教諭と県立学校教諭
が対象
②２学期中に産休取得が見込ま
れる小学校及び特別支援学校
（高等部含む）の学級担任を務
める教諭
・①、②の産前休暇３日前代替

が４カ月前に拡大。

産休予定者の代替教員の派遣17 ①１学期当初、②２学
期当初から代替臨時講
師を配置

項　　目 期　　　　間 備　　　　　考

育児・介護のため
の時差出勤（試行）

育児や介護に
より家庭生活
において支障
があるとき。
（2017.4.1～）

出生サポート休暇

不妊治療に係
る通院等のた
め勤務しない
ことが相当で
あると認めら
れるとき。
詳細はＰ56

14

15

・早出または遅出勤務始業及び
終業の時刻を通常勤務の場合
よりそれぞれ15分または30分
繰り上げるか繰り下げる時刻
とする。

同一年度内に１月以上
12月以内の期間。

・取得単位は１日又は１時間。
・医師の診断に基づく不妊症の

治療については、今後も病気
休暇を取得することができる。

・不育症にかかる通院を出生サ
ポート休暇の取得対象に含め
る。（2022.4.1）

１の年（１月～12月）
において５日を超えな
い範囲内。

当該通院等が体外受
精その他の任命権者
が定める不妊治療に
係るものである場合
にあっては10日

・一度の申請につき1ヶ月〜1年
・賃金は勤務時間に応じた額

育児のための
短時間勤務制度

小学校就学の
始期に達する
までの子を養
育する職員
（男女ともに
可）が育児と
仕事の両立を
いっそう容易
にするために
導入（2008.4〜）

13 小学校就学の始期に達
するまで
以下のパターンから選
ぶことができる。

 週勤務時間

19時間35分

24時間35分

23時間15分

19時間25分

　　　　勤　務　形　態

①１日３時間55分、週５日勤務

②１日４時間55分、週５日勤務

③１日７時間45分、週３日勤務

④１日７時間45分を２日と１日
　３時間55分を１日の週３日勤務

※2017年４月１日から育児休業、部分休業、育児短時間勤務、育児時間、育児参
加休暇、子の看護休暇、忌引休暇、ドナー休暇、時差通勤については「子」の
範囲を拡大し、職員が特別養子縁組の成立に係る監護を現に行う子及び養子縁
組里親に委託されている子も取得対象とする。
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